
  【流動資産】
    （現金・預金）
      現      金 15,965 
      普通  預金（千葉銀行） 668,973 
      普通　預金（ゆうちょ銀行） 127,888 
      振替　口座（ゆうちょ銀行） 186,528 
        現金・預金 計 999,354 
          流動資産合計 999,354 
  【固定資産】
    （有形固定資産）
      器具  備品 475,474 
        有形固定資産  計 475,474 
          固定資産合計 475,474 
            資産合計 1,474,828 

  【流動負債】
    前  受  金（次年度会費前受分） 7,000 
    預  り  金 8,168 
      流動負債合計 15,168 
        負債合計 15,168 

        正味財産 1,459,660 

【財産目録の注記】

《資産の部》

《負債の部》

特定非営利活動法人消費者市民サポートちば
財　産　目　録

[税込]（単位：円）

2023年 3月31日 現在全事業所



  【流動資産】
    （現金・預金）
      現      金 15,965 
      普通  預金（千葉銀行） 668,973 
      普通　預金（ゆうちょ銀行） 127,888 
      振替　口座（ゆうちょ銀行） 186,528 
        現金・預金 計 999,354 
          流動資産合計 999,354 
  【固定資産】
    （有形固定資産）
      器具  備品 475,474 
        有形固定資産  計 475,474 
          固定資産合計 475,474 

            資産合計 1,474,828 

  【流動負債】
    前  受  金（次年度会費前受分） 7,000 
    預  り  金 8,168 
      流動負債合計 15,168 
        負債合計 15,168 

  前期繰越正味財産 3,090,367 
  当期正味財産増減額 △ 1,630,707 
    正味財産合計 1,459,660 

      負債及び正味財産合計 1,474,828 

【貸借対照表の注記】

《資産の部》

《負債の部》

《正味財産の部》

特定非営利活動法人消費者市民サポートちば
貸　借　対　照　表

[税込]（単位：円）

2023年 3月31日 現在全事業所



【経常収益】
  【受取会費】
    正会員受取会費 455,000 
    団体正会員受取会費 610,000 
    賛助会員受取会費 38,000 
    団体賛助会員受取会費 120,000 1,223,000 
  【受取寄付金】
    受取寄付金 19,000 
  【事業収益】
    受託事業収益 869,000 
  【その他収益】
    受取  利息 7 
        経常収益  計 2,111,007 
【経常費用】
  【事業費】
    （人件費）
        人件費計 0 
    （その他経費）
      印刷製本費 160,814 
      会  議  費 560,895 
      旅費交通費 108,825 
      通信運搬費 36,042 
      事務用品費 10,023 
      租税  公課 600 
      委　託　料 1,250,000 
      支払手数料 13,090 
        その他経費計 2,140,289 
          事業費  計 2,140,289 
  【管理費】
    （人件費）
        人件費計 0 
    （その他経費）
      印刷製本費 141,782 
      会  議  費 10,120 
      通信運搬費 168,720 
      事務用品費 119,792 
      消耗品  費 3,300 
      賃  借  料 72,000 
      広告宣伝費 318,000 
      減価償却費 209,253 
      諸  会  費 10,000 
      支払手数料 37,818 
      委　託　料 438,000 
      雑      費 2,640 
        その他経費計 1,531,425 
          管理費  計 1,531,425 
            経常費用  計 3,671,714 
              当期経常増減額 △ 1,560,707 
【経常外収益】
    経常外収益  計 0 
【経常外費用】
    経常外費用  計 0 
        税引前当期正味財産増減額 △ 1,560,707 
        法人税、住民税及び事業税 70,000 
          当期正味財産増減額 △ 1,630,707 
          前期繰越正味財産額 3,090,367 

活　動　計　算　書
[税込]（単位：円）

自 2022年 4月 1日  至 2023年 3月31日特定非営利活動法人消費者市民サポートちば



活　動　計　算　書
[税込]（単位：円）

自 2022年 4月 1日  至 2023年 3月31日特定非営利活動法人消費者市民サポートちば
          次期繰越正味財産額 1,459,660 

【活動計算書の注記】



2022 年度会計書類の注記       

特定非営利活動法人消費者市民サポートちば 

 

1.重要な会計方針 

本会の会計は、NPO 法人会計基準（2017 年 12 月 12 日、NPO 法人会計基準協議会）によっ

ています。 

 

2.事業別損益の状況  添付【事業別損益の状況】参照 

  

3.使途等が制約された寄付金等の内訳 

 2022 年度は該当する寄付金はありません。 

 

4.人件費及び家賃 

 当会の事務局体制は、千葉県生協連からの人的支援により運営しています。また、事務

所使用賃借代として 1ヶ月 6,000 円を支払っています。当会の活動への支援は、千葉県生

協連総会議案の事業計画として承認されています。 

 

5.固定資産の増減内訳 

①器具備品（IT 設備）②器具備品（ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ） 

取得価額 745,200 2022 年度減価償却額 71,379 期末帳簿価額 1 

取得価額 286,880 2022 年度減価償却額 95,626 期末帳簿価額 147,254 

③器具備品（パーテーション）・④器具備品（キャビネット一式） 

取得価額 237,168 2022 年度減価償却額 15,890 期末帳簿価額 156,394 

取得価額 354,671 2022 年度減価償却額 26,358 期末帳簿価額 171,825 

①・④有形固定資産の減価償却は新定率法に依っています。 

②有形固定資産の減価償却は定額法（一括償却）に依っています。 

③有形固定資産の減価償却は定額法に依っています。 



(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)
各種消費者被害
の拡大防止のた
めに不当な約
款・不当な勧誘
行為・不当な広
告その他不当な
表示等の是正を
すすめる事業

差止請求権
の行使、行使の
結果に関する情
報提供に関する

事業

消費者市民の
育成のための
消費者市民教
育や活動支援
事業

各種消費者被
害の予防・救
済、相談・支
援事業

消費者に対す
る啓発に関す
る事業

事業者に対す
る啓発に関す
る事業

消費者団体そ
の他関係団
体・諸機関と
のネットワー
ク事業

各種消費者
被害の調査
研究事業

各種消費者休
政策等の研究
提言事業

その他目的
達成に必要
な事業

Ⅰ　経常収益

受取会費 0 1,223,000 1,223,000

受取寄附金 11,000 11,000 8,000 19,000

受取助成金 0 0 0

事業収益 869,000 869,000 0 869,000

その他収入 0 7 7

経常収益計 0 0 869,000 0 0 11,000 0 0 0 0 880,000 1,231,007 2,111,007

Ⅱ　経常費用

事務人件費 0 0 0

福利厚生費 0 0 0

印刷製本費 47,753 84,240 9,888 18,933 160,814 141,782 302,596

会議費 512,895 40,000 8,000 560,895 10,120 571,015

旅費交通費 4,128 85,095 19,602 108,825 0 108,825

通信運搬費 19,162 10,044 6,836 36,042 168,720 204,762

賃借料 0 72,000 72,000

事務用品費 6,003 500 3,520 10,023 119,792 129,815

消耗品費 0 3,300 3,300

調査研究費 0 0 0

広告宣伝費 0 318,000 318,000

減価償却費 0 209,253 209,253

租税公課 600 600 0 600

委託料 35,000 1,000,000 210,000 5,000 1,250,000 438,000 1,688,000

支払手数料 1,760 9,240 2,090 13,090 37,818 50,908

諸会費 0 10,000 10,000

備品費 0 0 0

雑　費 0 2,640 2,640

経常費用計 40,888 66,915 1,708,117 262,478 61,891 0 0 0 0 0 2,140,289 1,531,425 3,671,714

法人税、住民税及び事
業税 70,000

当期正味財産増減額 -40,888 -66,915 -839,117 -262,478 -61,891 11,000 0 0 0 0 -1,260,289 -300,418 -1,630,707

ɻɻɻ<2022年度特定非営利活動に係わる事業別損益の状況>ɻɻɻɻ（2022/4/1～2023/3/31）    

事業部門
計

管理部門
計

合計
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様式例（法第３１条第３項第５号関係） 

○事業報告書 

２０２２年度の事業報告書（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで） 
 

特定非営利活動法人消費者市民サポートちば 
１ 事業の実施に関する事項 

（１）差止請求関係業務 

業務名 

(定款に記載した業

務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書

の 

支出額 

（単位：千円） 

(1）各種消費者被害

の拡大防止のため

に不当な約款・不当

な勧誘行為・不当広

告その他不当な表

示等の是正をすす

める事業（次号に定

める事業を除く 

 

 

「消費者なんでもホットライン」電話相談会 

共 催：千葉県弁護士会 

・相談件数 ４件  

11 月 26 日  

10 時～16 時 

千葉県弁護士会

４階中会議室 

弁護士７人  

相談員４人  

支出：40 

電話・Fax・書面（郵送）・メールでの相談受付 

相談件数：24件 

・ネット販売（化粧品・サプリメント他） 

・フィットネスクラブ ・中古車買い取り 

・ペット保険 ・宿泊サイト 

・脱毛 ・セルフエステ 

・オンライン英会話教室 ・通販サイト 

・太陽光発電の契約 他 

 

令和 4 年 4 月 1

日～令和 5 年 3

月 31 日 

 

千葉市中央区内

当法人事務所

（千葉県教育会

館５階) 

事務局２人 支出： 0 

(2）不特定かつ多数

の消費者の利益の

ために差止請求権

・検討委員会 

検討委員会を計１0回開催した。 

 

令和４年 

4 月  4 日 

5 月 16 日 

中央区内当法人

事務所（千葉県

教育会館５階) 

検討委員・事務

局 

18 人  １人 

支出：66 
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を行使する事業並

びに当該業務の遂

行に必要な消費者

の被害に関する情

報の収集並びに消

費者の被害の防止

及び救済に資する

差止請求権の行使

の結果に関する情

報の提供に係る事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 月 24 日 

7 月 29 日 

9 月 12 日 

11 月 1 日 

12 月 22 日 

令和４年 

2 月７日 

3 月 7日 

オンライン会議 18 人  １人 

18 人  １人 

19 人  １人 

20 人  １人 

21 人  １人 

21 人  １人 

 

17 人  １人 

17 人  １人 

・差止請求活動 

今年度は、前年度からの継続事案を含め、17 件について検

討した。 

事業者の不当な約款や不当広告等について、事業者に問い

合わせを６件、是正の申し入れを４件おこなった。また、是

正されたことが確認された 4件について終了書を発信した。 

 

 

 

 

 

a. 問い合わせ 

6 件 

令和 4年 

・4月 12 日(46

号) 

・5 月 26 日 

(27 号・43 号・

48 号・49号) 

令和 5年 

・1月 6 日(50

号) 

b. 申し入れ 

4 件 

令和 4年 

・6月 15 日(32

号) 

・9 月 6 日（32

中央区内当法人

事務所（千葉県

教育会館５階) 

 

事務局２人 
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号） 

・11 月 17 日(32

号) 

令和 5年 

・1月 6 日(52

号) 

c. 法４１条１

項に基づく

差止請求  

 無し 

d. 終了書 

4 件 

令和 4年 

・6月 15 日(41

号) 

・7 月 22 日(29

号) 

・11 月 17 日(46

号) 

令和 5年 

･1月6日(18号) 

e. 差止請求訴

訟       

無し 

f. 消費者庁
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(特商法 60

条)申出 

無し 

 

（２）差止請求関係業務以外の業務 

業務名 

(定款に記載した業

務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の

収入及び支出

額 

（単位：千円） 

(3)消費者市民育成

に関する事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６回通常総会記念講演会「地域から始める SDGｓ」 

開催方法：対面とオンラインでの開催 

参加者：一般消費者、会員、役職員 48 人 

講師：法政大学大学院政策創造研究科准教授 

消費者教育支援センター理事･首席主任研究員柿野成美さん 

令和 4年 

10 月 16 日(日) 

15 時 

～16 時 30 分 

千葉県弁護士会

３階講堂 

事務局：4人 収入：869 

支出：1,708 

2022 年度消費者問題学習会秋企画（入門講座） 

「キャッシュレス 正しく知って賢く使おう」 

開催方法：Zoom によるオンライン開催 

参加者：一般消費者、会員、役職員 21 人 

講師：一般社団法人キャッシュレス推進協議会執行役員  

公共政策部長 鈴木麻友さん 

令和 4年 

10 月 16 日(日) 

15 時 

～16 時 30 分 

中央区内当法人

事務所（千葉県

教育会館５階) 

※オンライン開

催 

理事:１人 

事務局:1人 

 

コープみらいによる千葉経済大学短期大学部寄付講座 

【地域の生活と多様性】第５回「若者の消費者トラブル防止」 

参加者：ビジネスライフ学科１,２年生 111 人 

講師：サポ・ちば（棗優太弁護士、さ浜野洋子消費生活相談

員） 

主催：生活協同組合コープみらい 

 

令和 4年 

10 月 20 日(木) 

10 時 40 分 

～12 時 10 分 

 

千葉経済大学短

期大学部ビジネ

スライフ学科 

教室 

事務局:1人 
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令和４年度千葉県消費者団体ネットワーク強化・活性化事業 

≪富里市との連携事業≫ 

富里市消費者行政推進連絡協議会を核とした地域の見守り講

座 

「消費者 被害を知り対処方法を知ろう」 

参加者：富里市消費者行政推進連絡協議会 各会員 27 人 

（富里市区長会、民生委員児童委員協議会、社会福祉

協議会、地域包括支援センター、防犯指導員連合会、

シルバークラブ連合会、身体障害者福祉会、協働の

まちづくり推進委員会） 

講師：サポ・ちば（福田綾子消費生活相談員、 竹内寛弁護士、

拝師徳彦弁護士、君山潤子消費生活相談員 

共催：富里市・特定非営利活動法人消費者市民サポートちば 

令和４年 

10 月 25 日(火) 

10 時～12 時 

富里市中央公民

館 会議室 

理事：1人 

事務局：1人 

令和４年度千葉県消費者団体ネットワーク強化・活性化事業 

≪千葉市との連携事業≫ 

 消費生活サポーター養成講座 

「消費者トラブルを防ごう！高齢者見守りのヒント」 

参加者：千葉市内在住・在勤・在学の方  13 人 

講 師：サポ・ちば（福田綾子消費生活相談員、栗谷威央弁

護士） 

共催：千葉市・特定非営利活動法人消費者市民サポートちば 

令和４年 

12 月７日(水) 

10 時 00 分～ 

12 時 00 分 

千葉市消費生活

センター ３階

研修室 

理事：1人 

事務局：1人 

2022 年度消費者問題学習会冬企画(入門講座） 

「プリティ長嶋氏と考える自然災害 と消費者問題」 

開催方法：対面とオンライン(ZOOM)での開催 

参加者：一般消費者、会員、役職員 56 人 

講師：千葉県議会議員 プリティ長嶋さん 

 

令和５年 

１月 14 日(土) 

13 時～15 時 

千葉県弁護士会

館３階講堂 

 

理事：1人 

事務局：1人 
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≪木更津市受託事業≫ 

令和４年度木更津市消費生活公開講座消費者カレッジ 

弁護士や金融広報アドバイザーによる「終活」「相続」「老

後の生活資金」など暮らしに役立つ知識の基礎講座 

 参加者：木更津市内在住・在勤・在学の方  のべ 55 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１回 

①「相続と終活の基礎知識相続 遺言 終活」 

講師：金融広報委員会アドバイザー 近藤 喜隆さん 

②「ご存じですか？身近な税金のあれこれ 知って得する税

金講座」 

講師：竹山百代税理士・上級相続診断士 

令和 5年 

１月 16 日(月) 

13 時 30 分～ 

15 時 30 分 

木更津市役所 

朝日庁舎 会議

室Ａ１ 

事務局：１人 

第２回「老後の生活資金 ～投資や注意すべき特殊詐欺～」 

講師：サポ・ちば（棗優太弁護士） 

令和 5年 

１月 23 日(月) 

13 時 30 分～ 

15 時 30 分 

第３回「成年後見制度 ～任意後見・法定後見～」 

講師：樋口貴之弁護士 

令和 5年 

１月 30 日(月) 

13 時 30 分～ 

15 時 30 分 

令和 4年度消費生活サポーター養成講座 講師派遣 

実施方法：事前収録による限定的な YouTube 配信 

講師：サポ・ちば（佐藤静江消費生活相談員、柿沼由佳消費

生活相談員、前野春枝消費生活相談員、依光道代消費生

活アドバイザー） 

令和 5 年 2 月 3

日(金)～2 月 13

日(月) 

YouTube「千葉県

公式セミナーチ

ャンネル」（限定

公開） 

理事：1人 

 

(4）各種消費者被害

の予防・救済、相

談・支援事業 

2022 年度消費者問題学習会（専門講座） 

「令和３年度の特定商取引法の改正」 

開催方法：ZOOM によるオンライン開催 

令和 5年 

3 月 9日(木) 

 19 時 

中央区内当法人

事務所（千葉県

教育会館５階) 

理事：1人 

会員:1 人 

事務局：1人 

収入：0 

支出：262 
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参加者： 会員 役職員 37 人 

第１部 「令和 3年特商法改正について」  

講 師：サポ・ちば検討員 澤田仁史弁護士 

第２部 「特商法改正のサポ・ちばの活動とのかかわり」 

講 師：サポ・ちば理事長 拝師徳彦弁護士 

～20 時 30 分 ※オンライン開

催 

 

 

 

 

 

(5)消費者に対する

啓発事業 

 

コープみらいフェスタ・きやっせ物産展での啓発活動 

活動内容：消費者クイズによる被害防止の啓発活動、適格消

費者団体の活動紹介 

参加者：一般消費者、生協組合員 約 400 人 

令和 4年 

3 月 29 日(火) 

13 時～ 

15 時 

幕張メッセ国際

展示場 9・10 ホ

ール 

理事：1人 

会員：4人 

事務局：3人 

収入：0 

支出：61 

 

(6)事業者に対する

啓発事業 

令和４年度 南関東地方ＬＰガス懇談会 

対象： 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、静岡県 

開催方法 Webex によるリモート会議 

令和 4年 

7 月 27 日(水) 

13 時 30 分～ 

15 時 30 分 

中央区内当法人

事務所（千葉県

教育会館５階) 

※オンライン開

催 

理事：1人 収入：11 

支出：0 

(9）各種消費者政策

等の研究提言事業 

共通義務確認訴訟に関し公正な裁判を求める要請書 

主旨：消費者機構日本がおこなう令和３年（ネ受）第１１４

７号共通義務確認請求上告受理申立事件に関する要請 

 

令和 4年 

5 月 12 日(金) 

提出先： 

最高裁判所 

理事：1人 

事務局：1人 

収入：0 

支出：0 

 

 

 

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4 番とすること。 
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２ 翌事業年度の収支の見込みに関する事項 

（１）翌事業年度における収入の見込みとその算出根拠 

収入内容 
収入見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

会費 

 

１，２０８ 団体正会員会費(１２人６１口)６１０千円、個人正会員会費(１０４人９１

口)４４０千円、団体賛助会員(４人２４口)１２０千円、個人賛助会員(１

７人１９口)３８千円 

寄付金 

 

０  

受託収入 

 

３４０ 

 

外部より委託された啓発活動、学習会、講師派遣等による収入 

 

合計 

 

１，５４８ 

 

 

 

 

（２）翌事業年度における支出の見込みとその算出根拠 

支出内容 
支出見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

差止請求関係業務 

 

２３２ 委託料（差止請求裁判時における弁護士費用含む）２００、通信運搬費１

０、印刷製本費１２、会議費５、旅費交通費５、 

差止請求関係業務以外の業務 

 

５１５ 事務人件費８０、印刷製本費７０、会議費２８９、旅費交通費４９、通信

運搬費１６、調査研究費５、支払手数料６ 

管理費 

 

７５５ 

 

印刷製本費３０、会議費１０、旅費交通費２０、通信運搬費１５０、賃借

料７２、事務用品費７０、消耗品費５、広告宣伝費２０、減価償却費１１

３、租税公課１５、委託料１６０、支払手数料５、諸会費１０、備品費５、

法人税、住民税及び事業税７０ 

合計 １５０２ 
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注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4番とすること。 

２ 翌事業年度の収入及び支出の見込みについては，差止請求関係業務に関する業務計画書（法第 14 条第２項第３号）並びに差止請求関係業務以外の業

務を行う場合におけるその業務の種類及び概要を記載した書類（法第 14条第２項第 10 号）を踏まえて記載すること。 

３ 収入には，会費，寄附金，差止請求関係業務以外の業務による収入，借入金等の収入の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 

４ 支出には，役員又は専門委員の報酬，職員の賃金，弁護士報酬，事務所の賃料等の支出の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 




